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糸魚川市宿泊事業継続支援給付金交付申請書 

 

糸魚川市宿泊事業継続支援給付金の交付申請に当たり、下記の記載及び内容については

相違ないことを誓約します。 

また、決定の審査に当たっては、必要に応じ税情報を閲覧することに同意します。 

 

記 

 

１ 誓約内容（該当するものすべてに☑） 

□ 糸魚川市内に宿泊施設を有しています。 

□ 旅館業法の規定により、新潟県から旅館・ホテル営業又は簡易宿所営業の許可を受

け、宿泊業を行っています。 

□ 糸魚川市観光協会、糸魚川市旅館組合、糸魚川民宿協会、青海旅館組合、能生旅館組

合及び柵口温泉組合のいずれかに加入し、現に営業を行っています。 

□ 納期限の到来した市税を完納しています。 

□ 新型コロナウイルスに関する業種別ガイドラインを順守しています。 

□ 今後も事業を継続する意思があります。 

 

２ 売上げ減少の証明（いずれかに☑） 

□ 国の持続化給付金の給付を受けた 

□ 糸魚川市緊急事業継続給付金の給付を受けた 

□ 上記以外（以下の項目を記入してください）……３ 交付申請額 (2) へ 

・宿泊減少月の宿泊客数       人(A)（令和  年  月） 

・前年同月の宿泊客数（※）     人(B) 

・減少率           ％((A)/(B)×100-100) 

（※）創業から１年を経過しない者にあっては、開業後の任意の１月又は創業時の事

業計画中における任意の１月の宿泊客数とする。 

 

３ 交付申請額    金         円 【 季節営業の有無  有 ・ 無 】 

(1) 国の持続化給付金又は糸魚川市緊急事業継続給付金が給付されている場合 

・通常営業で利用可能な収容人員    人×20,000 円（季節営業の場合は 1/2） 

(2) (1)の給付を受けていない場合で、令和２年１月から令和３年２月の間に、新型コ

ロナウイルスの影響により、宿泊客数が前年同月との比較で 30％以上減少した月

がある場合 

・通常営業で利用可能な収容人員    人×10,000 円（季節営業の場合は 1/2） 

※通常営業とは、新型コロナ感染防止のために利用制限をする前の営業をいう。 

※令和３年１月１日現在の旅館業許可申請書における収容人員を上限とする。 

３ 交付申請額 (1) へ 



４ 給付金の交付先 

金融機関名 支店名 分類 

 銀行・金庫 

信組・信連 

農協・漁協 

信漁連 

 
本・支店 

本・支所 

出張所 

１ 普通 

２ 当座 

口座番号 
(右詰めでお書きください。) 

（フリガナ） 

口座名義 

        

 

 

５ 添付書類 

複数の対象宿泊施設を営業している事業者は、宿泊施設ごとに必要書類を添付し、合

計額を申請してください。 

(1) 旅館業許可申請書の写し（１ページ目、２ページ目） 

(2) 旅館業許可書の写し 

(3) 通常営業で利用可能な収容人員が確認できる書類 

（部屋数がわかる施設リーフレット・施設平面図の写し等 任意様式） 

(4) 振込先の分かる書類の写し（預金通帳の表紙と１、２ページ目） 

(5) 「３交付申請額(1)」に該当する場合 

…国の持続化給付金決定通知書又は糸魚川市緊急事業継続給付金交付決定通

知書の写し 

「３交付申請額(2)」に該当する場合 

…宿泊客数の減少率が確認できる書類（宿泊台帳の写し等 任意の様式） 

 

 

※ 暴力団員等ではないことの誓約 

私又は私が代表を務める団体等の役員は、糸魚川市補助金等交付規則第４条 

第３項に規定する暴力団員等ではありません。 


